
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業務及び財産の状況に関する説明書 

【２０２２年３月期】 
 

 

 

 

 

 

 

 この説明書は、金融商品取引法第４６条の４に定める金融商品取引業等に関する

内閣府令第 174 条の 2の規定に基づき、インターネットの利用その他の方法により

投資者が常に容易に閲覧することができるよう公表するために作成したものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

三 縁 証 券 株 式 会 社 
 

 



 1 

/Ⅰ 当社の概況及び組織に関する事項 

 

１．商号 

三 縁 証 券 株 式 会 社 

 

２．登録年月日 (登録番号) 

   ２００７年 ９月３０日（東海財務局長（金商）第２２号） 

 

３．沿革及び経営の組織 

 (1) 会社の沿革 

年    月 沿        革 

１９２３年 ２月 

１９４４年 ８月 

１９４８年 ７月 

１９６５年１２月 

１９６８年 ４月 

１９８０年 ３月 

１９８１年１０月 

１９８５年 ６月 

１９８７年１１月 

１９８８年 ４月 

１９９０年 ６月 

１９９２年 ３月 

１９９７年１２月 

１９９８年１２月 

２００７年 ９月 

２０１０年 ４月 

 

 

 

２０１０年 ９月 

 

２０１２年 ４月 

２０２０年 ３月 

２０２１年 ３月 

 六二株式店 設立  

 六二証券株式会社に組織変更 

 証券業登録 (登録番号１１１号) 

 資本金２０百万円に増資 

 証券業免許 (蔵証８３６８号) 

 本店移転 桑名市中央町１丁目２９番地 

 資本金４０百万円に増資 

 本店社屋を建替え 

 弥富営業所開設 

 資本金８０百万円に増資 

 蟹江営業所開設 

 亀山営業所開設 

 資本金１０２.４百万円に増資 

 証券業登録 (東海財務局長(証)第２１号) 

 金融商品取引業者として登録 (東海財務局長(金商)第２２号) 

 大石証券株式会社と合併 

 商号を「三縁証券株式会社」に変更 

 資本金１億５千万円に増資 

 本店移転 (岐阜県大垣市栗屋町１番地) 

 本店移転 (愛知県名古屋市中村区名駅南１丁目２４番地３０号) 

 旧本店を大垣支店に、桑名本店を桑名支店にそれぞれ改称 

名古屋証券取引所の「総合取引資格」を取得 

田原証券より事業の一部譲受 

亀山営業所を桑名支店に統合 
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(2) 経営の組織 

 

組織図                      （２０２２年３月３１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

三重ブロック

三河ブロック

広島ブロック

管理部門

株主総会

経理部

平田営業所

多治見営業所

桑名支店

弥富営業所

蟹江営業所

田原支店

福江営業所

豊川営業所

三原支店

管理部

人事総務部

養老営業所

株主総会 取締役会 社　長 岐阜ブロック 大垣支店
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４．株式の保有数の上位 10 位までの株主の氏名又は名称並びにその株式の保有数及び総株主 

等の議決権に占める当該株式に係る議決権の数の割合 

（２０２２年３月３１日現在） 

氏名又は名称 保有株式数 割合 

 

１．岡三興業株式会社 

株 

５２０，８００ 

％ 

３２．３ 

２．株式会社岡三証券グループ ５１２，７００ ３１．８ 

３．岡三証券株式会社 １５６，８００ ９．７ 

４．岡三ﾋﾞｼﾞﾈｽｻｰﾋﾞｽ株式会社 １５６，８００ ９．７ 

５．岡三ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ株式会社 ９８，０００ ６．０ 

６．三晃証券株式会社 ７８，４００ ４．８ 

７．岡三にいがた証券株式会社 ７８，４００ ４．８ 

８．三東株式会社 ６，８００ ０．４ 

       計       ８名 １，６０８，７００ １００．０ 

 

５．役員の氏名又は名称 

（２０２２年３月３１日現在） 

役職名 氏名又は名称 代表権の有無 常勤･非常勤の別 

取締役社長 

（代表取締役） 
 小原 良悟 有 常 勤 

取締役  田中 伸二 無 常 勤 

取締役 吉澤 裕之 無 常 勤 

監査役 西村 重郎  無 非常勤 

 

なお、最近日現在の役員の氏名及び担当職等は次のとおりであります。 

（２０２２年６月７日現在） 

役職名 氏 名 担当職 
代表権 

の有無 

常勤･非 

常勤の別 

取締役社長 

（代表取締役） 
小原 良悟  有 常 勤 

取締役 田中 伸二 
岐阜ブロック長 

兼広島ブロック長 
無 常 勤 

取締役 吉澤 裕之 管理部門担当 無 常 勤 

監査役 西村 重郎  無 非常勤 

 

６．政令で定める使用人の氏名 

 該当事項はありません。 
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７．業務の種別 

(1)第一種金融商品取引業 

・金融商品取引法第 28条第 1項第 1号に掲げる行為に係る業務 

 ・金融商品取引法第 28条第 1項第 5号に掲げる行為に係る業務 

 

(2)金融商品取引業付随業務 

①有価証券の貸借業務 

②信用取引に付随する金銭の貸付業務 

③保護預り有価証券担保貸付業務 

④累積投資業務に係る代理業務 

 

８．本店その他の営業所又は事務所の名称及び所在地 

名   称 所  在  地 

本 店           愛知県名古屋市中村区名駅南 1丁目 24番 30 号 

大 垣 支 店           岐阜県大垣市栗屋町 1番地 

養 老 営 業 所           岐阜県養老郡養老町高田字蓮寺 421-5 

平 田 営 業 所           岐阜県海津市平田町今尾字中区 1618-1 

多 治 見 営 業 所           岐阜県多治見市栄町 1-6-1 

桑 名 支 店           三重県桑名市中央町 1丁目 29番地 

弥 富 営 業 所           愛知県弥富市鯏浦町上六 57 

蟹 江 営 業 所           愛知県海部郡蟹江町源氏 3丁目 218 番地 

田 原 支 店           愛知県田原市田原町本町 41 

福 江 営 業 所           愛知県田原市古田町宮ノ前 52-6 

豊 川 営 業 所           愛知県豊川市国府町下坊入 3-1 

三 原 支 店           広島県三原市港町 1-6-16 

 

９．他に行っている事業の種類 

  ①自ら所有する不動産の賃貸に関する業務 

   ②国民年金基金連合会の委託を受けて行う個人型年金に係る受付業務（岡三証券株式会

社から委託を受けて行う業務） 

    

10. 苦情処理及び紛争解決の体制 

   金融商品取引法上の業務に関する苦情等の解決については、社内措置を講ずるほか、特

定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター「FINMAC」との間で特定第一

種金融商品取引業務に係る手続実施基本契約を締結したことにより「指定紛争解決機関

による苦情及び紛争解決のあっせん」による措置を講じております。 
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11．加入する金融商品取引業協会及び対象事業者となる認定投資者保護団体の名称 

日本証券業協会 

特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター（FINMAC） 

 

12．会員又は取引参加者となる金融商品取引所の名称又は商号 

   名古屋証券取引所 

 

13．加入する投資者保護基金の名称 

   日本投資者保護基金 

 

Ⅱ 業務の状況に関する事項 

１．当期の業務の概要 

 

当年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルスの感染拡大を受けた緊急事態宣言やま

ん延防止等重点措置の影響などにより、回復は総じて弱いものとなりました。世界的な半導

体不足等による供給制約の影響もあり、輸出や鉱工業生産は力強さに欠け、設備投資も持ち

直しの動きに足踏みがみられました。海外では、米国経済は雇用の回復を伴い堅調に推移し

た一方、中国経済は電力不足や不動産セクターの債務問題などから回復の勢いが鈍化したほ

か、３月以降はロシアによるウクライナ侵攻の影響から資源価格が高騰し、世界的に景気後

退懸念が広がりました。 

 こうした環境のなか、2021 年４月に一時 30,000 円台を回復していた日経平均株価は、

米国のインフレ高進や急速な金融引き締めへの警戒感、国内での新型コロナウイルス感染再

拡大による景気減速懸念などを受けて夏場にかけて軟調に推移しました。９月上旬にかけて

は、自民党総裁選を受けた新政権誕生への期待に加え、新型コロナウイルスのワクチン接種

進展を好感して日経平均株価は再び 30,000 円を突破し、およそ 31 年ぶりの高値となる

30,795 円 78 銭をつけたものの、秋以降は、資源価格上昇やオミクロン型変異株の感染拡大

などが相場の上値を抑え、日経平均株価は伸び悩みました。2022 年に入ると、地政学リス

クの顕在化や商品市況の高騰を受けたインフレ懸念などを背景に一時 25,000 円を割る場面

があったものの年度末にかけては反発し、日経平均株価は 27,821 円 43 銭で当年度の取引を

終えました。 

 為替市場では、ドル円相場は９月末にかけて概ね１ドル＝110 円を挟んだ水準で推移し

ましたが、その後は米国の金融政策正常化への懸念からやや円安ドル高方向へレンジを切り

上げました。また、日本銀行が金利上昇を抑える「指し値オペ」を実施したことから日米の

金融政策の方向性の違いが意識され、ドル円相場は一時６年７ヶ月ぶりの水準となる１ドル

＝125 円台まで円安が進みました。年度末にかけては急激な円安進行への警戒もあり、１ド

ル＝121 円台で当年度の取引を終えました。 

以上の結果、当年度における当社の営業収益は 17 億 74 百万円（前年同期比 90.6%）、純営

業収益は 17 億 56 百万円（同 90.4%）となりました。一方、販売費・一般管理費は、12 億 59

百万円（同 101.7%）となり、経常利益は 4億 92 百万円（同 69.9%）となりました。当期純利

益は 3億 38 百万円（同 72.8%）となりました。 
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２．業務の状況を示す指標 

(1) 経営成績等の推移                    （単位：百万円） 

 2020 年 3月期 2021 年 3月期 2022 年 3月期 

資本金 １５０ １５０ １５０ 

発行済株式総数 １，６０８ １，６０８ １，６０８ 

営業収益 １，２８６ １，９５７ １，７７４ 

（受入手数料） １，２７３ １，９３８ １，７５０ 

 （（委託手数料）） ７６６ １，６０５ １，２５９ 

（（引受け･売出し手数料）） － － － 

（（募集･売出しの取扱手数料）） ３２６ １６２ ３００ 

（（その他の受入手数料）） １８０ １６９ １９０ 

（トレーディング損益） ２ ０ ０ 

 （（株券等）） － － － 

 （（債券等）） ２ ０ ０ 

 （（その他）） － － － 

純営業収益 １，２７７ １，９４１ １，７５６ 

経常利益 ２６８ ７０４ ４９２ 

当期純利益 １７５ ４６５ ３３８ 

 

(2) 有価証券引受･売買等の状況 

① 株券の売買高の推移                  （単位：百万円） 

 2020 年 3月期 2021 年 3月期 2022 年 3月期 

自  己 － ０ － 

委  託 ７５，３１０ １６４，４７１ １３２，６７７ 

計 ７５，３１０ １６４，４７２ １３２，６７７ 

    

 

 

② 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券

の募集、売出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの 

状況 

（単位：千株、百万円） 

区  分 引受高 売出高 
特定投資家向

け売付け勧誘

等の総額 

募集の取扱

高 

売出し

の取扱

高 

私募の取

扱高 

特定投資家向

け売付け勧誘

等の取扱高 

2020 株券 - - - - 0 - - 

年 

３

月

期 

国債証券 -   -  - - 

社債券 - - - - - - - 

受益証券    11,859 - - - 
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2021 株券 - - - - 0 - - 

年 

３

月

期 

国債証券 -   -  - - 

社債券 - - - - - - - 

受益証券    5,819 - - - 

2022 株券 - - - - 23 - - 

年 

３

月

期 

国債証券 -   -  - - 

社債券 - - - - - - - 

受益証券    10,702 - - - 

 

  （3） その他業務の状況 

    自ら所有する不動産の賃貸に関する業務および国民年金基金連合会の委託を受けて

行う個人型年金に係る受付業務を行っておりますが、当社の業績に対する重要性が低

いことから、記載を省略しております。 

 

 (4) 自己資本規制比率の状況                 （単位：％、百万円） 

 2020 年 3 月期 2021 年 3 月期 2022 年 3 月期 

自己資本規制比率 （Ａ / Ｂ × 100） １,５５９．６ １，３１９.２ １，３９５.５ 

固定化されていない自己資本    （Ａ）                  ４，７７２ ５，２１１ ５，４８４ 

リスク相当額合計         （Ｂ） ３０５ ３９５ ３９２ 

 

 

市場リスク相当額 １ １ １ 

取引先リスク相当額 ６８ ８２ ７８ 

基礎的リスク相当額 ２３５ ３１０ ３１２ 

 暗号資産等による控除額 － － － 

 

(5) 使用人の総数及び外務員の総数 

区     分 2020 年 3月期 2021 年 3月期 2022 年 3月期 

使用人 ８２人 ９０人 ９６人 

（うち外務員） ８２人 ９０人 ９６人 
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Ⅲ 財産の状況に関する事項 

１．経理の状況 

(1) 貸借対照表                         （単位：百万円） 

科    目 
前事業年度(2021年3月31日) 当事業年度(2022年3月31日) 

金    額 金    額 

(資産の部) 
流 動 資 産            

現 金 ・ 預 金            
 顧 客 分 別 金 信 託            
 約 定 見 返 勘 定 
 信 用 取 引 資 産            
  信 用 取 引 貸 付 金           
  信用取引借証券担保金 
 短 期 差 入 保 証 金            
  信用取引差入保証金           
 前    払    金 
 前 払 費 用            
 未 収 入 金            
 未 収 収 益            
 預 け 金            
固 定 資 産            

有 形 固 定 資 産           
無 形 固 定 資 産           
投 資 そ の 他 の 資 産           

 
８，６９６ 
４，８２８ 
２，２００ 

３０ 
１，０４３ 

９９８ 
４５ 

－ 
－   

３３ 
４ 
３ 

３４ 
５１８ 
６８８ 
２８０ 

７９ 
３２８ 

 
８，６０８ 
４，４２３ 
２，２００ 

１００ 
１，０８１ 

９９１ 
８９ 

０ 
０ 
８ 
４ 
３ 

４３ 
７４２ 
７７２ 
４０１ 

５９ 
３１１ 

資 産 合 計           ９，３８４ ９，３８１ 

(負債の部) 
流 動 負 債             
 信 用 取 引 負 債            
  信 用 取 引 借 入 金           
  信用取引貸証券受入金 
 預 り 金            
 受 入 保 証 金            
 未 払 金            
 未 払 費 用            
 未 払 法 人 税 等            
 賞 与 引 当 金            
 そ の 他 流 動 負 債             
固 定 負 債             
 退 職 給 付 引 当 金            
 役 員 退 職 慰 労 引 当 金            
 リ ー ス 債 務            
 資 産 除 去 債 務            
特 別 法 上 の 準 備 金  
 金融商品取引責任準備金 
 

 
３，３１０ 
１，０４３ 

９９８ 
４５ 

１，６７８ 
１８１ 
１０３ 

４５ 
２０２ 

５２ 
２ 

１４０ 
９１ 

２ 
８ 

３８ 
１０ 
１０ 

 
２，９６８ 
１，０８１ 

９９１ 
８９ 

１，４８２ 
２４０ 

１３ 
４５ 
２９ 
７２ 

２ 
１４３ 

９４ 
４ 
６ 

３８ 
１３ 
１３ 

負 債 合 計           ３，４６１ ３，１２５ 

(純資産の部)  
 資 本 金            
 資 本 剰 余 金            
  資 本 準 備 金           
 利 益 剰 余 金            
  利 益 準 備 金           
  別 途 積 立 金           
  繰 越 利 益 剰 余 金 
 評 価 ・ 換 算 差 額 等 

その他有価証券評価差額金            

 
１５０ 

６１ 
６１ 

５，７１４ 
８１ 

７５０ 
４，８８３ 

△２ 
△２ 

 
１５０ 

６１ 
６１ 

６，０４５ 
８１ 

７５０ 
５，２１４ 

△０ 
△０ 

純 資 産 合 計           ５，９２３ ６，２５６ 

負 債 ・ 純 資 産 合 計           ９，３８４ ９，３８１ 
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(2) 損益計算書                         （単位：百万円） 

 

 

科    目 

前事業年度 

自 2020年4月 1日 

至 2021年3月31日 

当事業年度 

自 2021年4月 1日 

至 2022年3月31日 

金    額 金    額 

営 業 収 益              

 受 入 手 数 料             

 ト レ ー デ ィ ン グ 損 益             

 金 融 収 益             

金 融 費 用              

１，９５７ 

１，９３８ 

０ 

１８ 

１５ 

１，７７４ 

１，７５０ 

０ 

２４ 

１８ 

純 営 業 収 益              １，９４１ １，７５６ 

販 売 費 ・ 一 般 管 理 費              

 取 引 関 係 費             

 人 件 費             

 不 動 産 関 係 費             

 事 務 費             

 減 価 償 却 費             

 の れ ん 償 却 額             

 租 税 公 課             

 貸 倒 引 当 金 繰 入 れ 

  そ の 他             

１，２３７ 

２３０ 

６５８ 

１２１ 

１４９ 

１９ 

１９ 

１８ 

－ 

１９ 

１，２５９ 

１９３ 

７４２ 

１１３ 

１３８ 

１７ 

１９ 

１６ 

－ 

１７ 

営 業 利 益              ７０３ ４９７ 

営 業 外 収 益              

営 業 外 費 用              

６ 

６ 

５ 

９ 

経 常 利 益              ７０４ ４９２ 

特 別 利 益              

 金融商品取引責任準備金戻入             

特 別 損 失              

 金融商品取引責任準備金繰入             

 投資有価証券評価損 

 

－ 

－ 

３ 

３ 

－ 

 

 

－ 

－ 

６ 

２ 

４ 

 

税 引 前 当 期 純 利 益              ７０１ ４８５ 

法人税、住民税及び事業税              

法 人 税 等 調 整 額              

２２７ 

８ 

１３８ 

８ 

当 期 純 利 益              ４６５ ３３８ 
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(3) 株主資本等変動計算書 

前事業年度（自 2020 年 4 月 1日 至 2021 年 3月 31 日）    

 

 

 

当事業年度（自 2021 年 4 月 1日 至 2022 年 3月 31 日）    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資本剰余金

別途積立金 繰越利益剰余金

2020年4月1日残高 150 61 81 750 4,426 5,257 5,468 △ 3 5,465

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 △ 8 △ 8 △ 8 △ 8

　当期純利益 465 465 465 465

　株主資本以外の項目の

　事業年度中の変動額（純額）
1 1

事業年度中の変動額合計 - - - - 457 457 457 1 458

2021年3月31日残高 150 61 81 750 4,883 5,714 5,925 △ 2 5,923

その他

有価証券

評価差額金

株主資本 評価・換算

差額等

純資産合計
資本金

利益剰余金

株主資本

合計資本準備金
利益

準備金

その他利益剰余金 利益剰余金

合計

資本剰余金

別途積立金 繰越利益剰余金

2021年4月1日残高 150 61 81 750 4,883 5,714 5,925 △ 2 5,923

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 △ 8 △ 8 △ 8 △ 8

　当期純利益 338 338 338 338

　株主資本以外の項目の

　事業年度中の変動額（純額）
1 1

事業年度中の変動額合計 - - - - 330 330 330 1 332

2022年3月31日残高 150 61 81 750 5,214 6,045 6,256 0 6,256

その他

有価証券

評価差額金

株主資本 評価・換算

差額等

純資産合計
資本金

利益剰余金

株主資本

合計資本準備金
利益

準備金

その他利益剰余金 利益剰余金

合計
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注記事項 

[重要な会計方針に係る事項に関する注記] 

前 事 業 年 度 
自 2020 年 4 月 01 日 
至 2021 年 3 月 31 日 

当 事 業 年 度 
自 2021 年 4 月 01 日 
至 2022 年 3 月 31 日 

１．トレーディングに関する有価証券等(トレーディング
商品)の評価基準および評価方法 
①商品有価証券等(売買目的有価証券) 

時価法(売却原価は総平均法により算定)を採用して
おります。 

１．トレーディングに関する有価証券等(トレーディング
商品)の評価基準および評価方法 
①商品有価証券等(売買目的有価証券) 

同左 

２．トレーディング関連以外の有価証券等(その他有価証
券)の評価基準および評価方法 
 ①時価のあるもの 
  決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部
純資産直入法により処理し、売却原価は、総平均法によ
り算定)を採用しております。 

 ②時価のないもの 
  総平均法による原価法を採用しております。 

２．トレーディング関連以外の有価証券等(その他有価証
券)の評価基準および評価方法 
 ①時価のあるもの 

同左 
 
 
 ②時価のないもの 

同左 

３．固定資産の減価償却の方法 
  ①有形固定資産(リース資産を除く) 

定率法を採用しております。ただし、1998 年 4 月 1
日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)ならびに
2016 年 4 月 1 日以降取得した建物附属設備および構築
物については定額法によっております。 

  なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 
     建物       3～47 年 
     器具・備品    3～20 年 
 
 
 
 ②無形固定資産および投資その他の資産(リース資産を

除く) 
定額法を採用しております。なお、自社利用のソフト 

ウェアについては、社内における利用可能期間(５年)
に基づいております。 
③リース資産 

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資
産については、自己所有の固定資産に適用する減価償却
方法と同一の方法によっております。所有権移転外ファ
イナンス・リース取引に係るリース資産については、リ
ース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法に
よっております。 

   

３．固定資産の減価償却の方法 
 ①有形固定資産(リース資産を除く) 

同左 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 ②無形固定資産および投資その他の資産(リース資産を

除く) 
同左 

 
 

③リース資産 
同左 
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前 事 業 年 度 
自 2020 年 4 月 01 日 
至 2021 年 3 月 31 日 

当 事 業 年 度 
自 2021 年 4 月 01 日 
至 2022 年 3 月 31 日 

４．引当金の計上基準 
 ①貸倒引当金 

貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権について
は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい
ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上
しております。 
②賞与引当金 
 従業員の賞与支給に備えるため、当社所定の計算方法
による支給見積額の当事業年度負担額を計上しており
ます。 
③退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ
る退職給付債務の見込額に基づき計上しております。 
④役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく
期末要支給額を計上しております。 
⑤金融商品取引責任準備金 

有価証券の売買その他の取引に関して生じた事故に
よる損失に備えるため、金融商品取引法の規定に基づき
計上しております。 
⑥その他 

  消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によ
っております。 

４．引当金の計上基準 
 ①貸倒引当金 
           同左 
 
 
 
②賞与引当金 
                  同左 
 
 
③退職給付引当金 

同左 
 

④役員退職慰労引当金 
同左 

  
⑤金融商品取引責任準備金 

同左 
 
 

 

 ５．重要な収益の計上基準 
委託手数料は、主に株式等の売買注文の取次ぎから生じ

る手数料であります。売買注文を流通市場に取次ぐ履行義
務は約定日等に充足されるため、当該一時点で収益を認識
しております。 
募集・売出しの取扱手数料は、有価証券等の募集もしく

は売出しの取扱いを行ったことにより引受会社等 
から受入れる手数料であります。一般的に、募集等申込日
に販売等の義務を充足したとして、当該一時点で 
収益を認識し、受益証券等で売買形式による場合は委託手
数料に準じて収益を認識しております。 
その他受入手数料に含まれる投資信託の運用、管理によ

り生じる代行手数料は、投資信託の信託約款に基 
づき、投資信託財産の日々の純資産総額に対する一定割合
を日々収益として認識しております。 
 

 

 [貸借対照表の注記] 

前 事 業 年 度 
（2021 年 3 月 31 日） 

当 事 業 年 度 
（2022 年 3 月 31 日） 

１．担保に供している資産および担保に係る債務 
（1）担保に供している資産 
      土地        39 百万円 
      建物               1 百万円  
      計                40 百万円 
   対応する債務はありません。  
 
２．貸借対照表に計上した固定資産の他、リース契約によ
り使用している重要な固定資産として車両運搬具、ビジ
ネスフォン電話装置一式があります。 

 
３．有形固定資産の減価償却累計額  277 百万円 
 
４．特別法上の準備金の計上を規定した法令の条項 
 金融商品取引責任準備金 
→金融商品取引法第 46 条の 5第 1項  10 百万円 

１．担保に供している資産および担保に係る債務 
（1）担保に供している資産 
      土地        39 百万円 
      建物               1 百万円  
      計                40 百万円 
   対応する債務はありません。  
 
２．貸借対照表に計上した固定資産の他、リース契約によ
り使用している重要な固定資産として車両運搬具、ビジ
ネスフォン電話装置一式があります。 

 
３．有形固定資産の減価償却累計額  294 百万円 
 
４．特別法上の準備金の計上を規定した法令の条項 
 金融商品取引責任準備金 
→金融商品取引法第 46 条の 5第 1項  13 百万円 
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[株主資本等変動計算書に関する注記] 

前事業年度（自 2020 年 4 月 1日 至 2021 年 3月 31 日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

  普通株式  1,608,700 株 

 

２．自己株式の種類及び総数 

  該当事項はありません。 

 

３．配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額

（百万円） 

1 株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

2020 年 6 月 5日 

定時株主総会 
普通株式 8 5 2020 年 3 月 31 日 2020 年 6 月 8日 

 

（2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの 

決議 株式の種類 
配当金の総

額（百万円） 
配当の原資 

1 株当たり

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

2021 年 6 月 4日 

定時株主総会 
普通株式 8 利益剰余金 5 2021 年 3 月 31 日 2021 年 6 月 7日 

 

 

当事業年度（自 2021 年 4 月 1日 至 2022 年 3月 31 日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

  普通株式  1,608,700 株 

 

２．自己株式の種類及び総数 

  該当事項はありません。 

 

３．配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額

（百万円） 

1 株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

2021 年 6 月 4日 

定時株主総会 
普通株式 8 5 2021 年 3 月 31 日 2021 年 6 月 7日 

 

（2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの 

決議 株式の種類 
配当金の総

額（百万円） 
配当の原資 

1 株当たり

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

2022 年 6 月 7日 

定時株主総会 
普通株式 8 利益剰余金 5 2022 年 3 月 31 日 2022 年 6 月 8日 
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２．借入金の主要な借入先及び借入金額               （単位：百万円） 

借入先 借入金の種類 

借入金額 

前事業年度 

（2021 年 3 月期） 

当事業年度 

（2022 年 3 月期） 

岡三証券株式会社 信用取引借入金 ９９８ ９９１ 

 

３．保有する有価証券（トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く。）

の取得価額、時価及び評価損益 

(1) 満期保有目的有価証券 

    該当事項はありません。 

 

(2) その他有価証券で時価のあるもの              （単位：百万円） 

 
前事業年度 

（2021 年 3 月期） 

当事業年度 

（2022 年 3 月期） 

種類 取得価額 時  価 評価損益 取得価額 時  価 評価損益 

取得原価を超

えるもの 

  株式 

  債券 

  その他 

 

 

４ 

－ 

－ 

 

 

４ 

－ 

－ 

 

 

０ 

－ 

－ 

 

 

－ 

－ 

－ 

 

 

－ 

－ 

－ 

 

 

－ 

－ 

－ 

取得原価を超

えないもの 

  株式 

  債券 

  その他 

 

 

１０ 

－ 

０ 

 

 

６ 

－ 

０ 

 

 

△３ 

－ 

－ 

 

 

９ 

－ 

０ 

 

 

９ 

－ 

０ 

 

 

△０ 

－ 

－ 

 

(3) 時価評価されていない有価証券               （単位：百万円） 

 
前事業年度 

（2021 年 3 月期） 

当事業年度 

（2022 年 3 月期） 

その他の有価証券 

  株式（非上場株式） 

出資証券 

１８２ 

            0 

１８２ 

            0 

 

４．デリバティブ取引（トレーディング商品に属するものとして経理された取引を除く。）

の契約価格、時価及び評価損益 

  該当事項はありません。 

 

５．財務諸表に関する会計監査人等による監査の有無 

  該当事項はありません。 



 15 

Ⅳ 管理の状況 

１．内部管理の状況の概要 

 内部管理統括責任者の下に管理部・人事総務部・経理部を組織し、業務分掌は次のとおりで

あります。 

部 名 業 務 分 掌 

管理部 １．社内検査に関する事項 

２．証券事故に関する処理 

３．顧客との紛争の調査および処理に関する事項 

４．顧客の有価証券等の売買その他の取引等の状況の考査に関する事

項 

５．外務員の営業活動の状況の考査に関する事項 

６．有価証券の価格形成動向の監視に関する事項 

７. 内部者取引の未然防止のための情報管理、顧客管理、売買管理お

よび役職員の服務に関する事項 

人事総務部 １．人事施策に関する事項 

２．従業員の採用に関する事項 

３．人材育成に関する方針および計画の立案実施 

４．ホームページに関する事項 

５．株主総会、取締役会に関する事項 

６．稟議に関する事項 

経理部 １．金銭および有価証券の出納、保管に関する事項の統轄 

２．決算ならびに財務諸表の作成に関する事項 

３．顧客分別金等に関する事項 

４．リスク管理に関する事項 

 

 

２.  分別管理等の状況 

(1) 金融商品取引法第 43 条の２の規定に基づく分別管理の状況 

当社では、東陽監査法人に、日本公認会計士協会が定める業種別委員会実務指針第

54 号に準拠した「顧客資産の分別管理の法令遵守に関する保証業務」を依頼してお

ります。 

2022 年 3月 31 日現在において当社は、顧客資産の分別管理に関する経営者報告書に

おける経営者の主張が、全ての重要な点において法令及び規則に準拠して記載され

ているものと認められる主旨の保証報告書を、同監査法人より受領しております。 

詳細は、当社 Web サイトをご覧下さい。 

（http://www.sanen-sec.co.jp/disclosure/） 

 

① 顧客分別金信託の状況                   （単位：百万円） 

項   目 2021 年 3 月 31 日現在の金額 2022 年 3 月 31 日現在の金額 

直近差替計算基準日の顧客分別金必要額 １，１６６ １，４２２ 

期末日現在の顧客分別金信託額    ２，２００    ２，２００ 

期末日現在の顧客分別金必要額     １，２３６     １，３１１ 

 

② 有価証券の分別管理の状況 

   イ 保護預り等有価証券 
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有価証券の種類 
2021 年 3月 31 日現在 2022 年 3月 31 日現在 

国内証券 外国証券 国内証券 外国証券 

株券 株数 47,811  千株 4,753  千株 49,795  千株 4,431  千株 

債券 額面金額 25 百万円 226 百万円 23 百万円 158 百万円 

受益証券 口数 81,727 百万口 0 百万口 81,639 百万口 0 百万口 

その他 額面金額 －  －  －  －  

 

ロ 受入保証金代用有価証券 

有価証券の種類 
2021 年 3月 31 日現在 2022 年 3月 31 日現在 

数   量 数   量 

株券 株数 １，２８２  千株 ９７０  千株 

債券 額面金額 － 百万円 － 百万円 

受益証券 口数 ５ 百万口 ２４ 百万口 

その他 額面金額 －  －  

 

ハ 管理の状況 

 種  類 管  理  方  法 

有 
 
 
 
 
価 
 
 
 
 
証 
 
 
 
 
券 

国内上場株券 

上場新株予約

権付社債券 

上場投資証券

等 

上場出資証券 
上場新株予約
権証券 

原則として、「社債、株式等の振替に関する法律」に基づき、当社は母店金
融商品取引業者を通じ証券保管振替機構において、自己口座と顧客口座に区
分した振替口座簿により当社の固有有価証券等と顧客有価証券とを区分管理
しております。顧客有価証券に係る各顧客の持分については、当社の帳簿等
により、直ちに判別できるよう管理しています。但し、日本銀行出資証券に
つきましては、券面不発行対象外であるため、当社金庫又は母店金融商品取
引業者において固有有価証券等の管理場所と明確に区分し、単純保管の場合
は、どの顧客の有価証券であるかが直ちに判別できる状態で管理し、混蔵保
管の場合は、当社の帳簿等により各顧客の持分が直ちに判別できるよう管理
しています。 

国内上場外国
株券 

「社債、株式等の振替に関する法律」に基づき、当社は母店金融商品取引業
者を通じ証券保管振替機構において、自己口座と顧客口座に区分した振替口
座簿により当社の固有有価証券等と顧客有価証券とを区分管理し、混蔵して
管理しています。顧客有価証券については、当社の帳簿等により各顧客の持
分が直ちに判別できるよう管理しています。 

新株予約権付
社債以外の国
内債券 

・母店金融商品取引業者において、帳簿等により当社の固有有価証券等と顧
客有価証券とを区分管理し、混蔵して管理しています。顧客有価証券につい
ては、母店金融商品取引業者において、当社の帳簿等により各顧客の持分が
直ちに判別できるよう管理しています。 
・国債及びその他の債券の券面不発行分については、「社債、株式等の振替に
関する法律」に基づき、国債は日本銀行または母店金融商品取引業者におい
て、その他の債券は母店金融商品取引業者を通じ証券保管振替機構において
自己口座と顧客口座に区分した振替口座簿により固有有価証券と顧客有価証
券とを区分管理しております。顧客有価証券に係る各顧客の持分については、
当社の帳簿等により直ちに判別できるよう管理しています。 

国内投資信託

受益証券 

国内投資信託

受益権 
上場投資信託
受益権 

・国内投資信託受益証券については、母店金融商品取引業者において、帳簿
等により固有有価証券等と顧客有価証券とを区分管理し、混蔵して管理して
います。顧客有価証券に係る各顧客の持分については、当社の帳簿等により
直ちに判別できるよう管理しています。 
・国内投資信託受益権及び上場投資信託受益権については、「社債、株式等の
振替に関する法律」に基づき、母店金融商品取引業者を通じ証券保管振替機
構において、自己口座と顧客口座に区分した振替口座簿により固有有価証券
と顧客有価証券とを区分管理しております。顧客有価証券に係る各顧客の持
分については、当社の帳簿等により、直ちに判別できるよう管理しています。 
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外国株券 
外国債券 
外国投資信託
受益証券等 

母店金融商品取引業者を通じて、海外の保管機関において、固有有価証券等

と顧客有価証券とともに混蔵して管理しています。顧客有価証券に係る各顧

客の持分は、当社の帳簿等により直ちに判別できるよう管理しています。 

 

Ⅴ 連結子会社等の状況に関する事項 

 １．当社及びその子会社等の集団の構成 

   該当事項はありません。 

 ２．子会社等の商号又は名称、本店又は主たる事務所の所在地、資本金の額、事業の内容等 

   該当事項はありません。 

以  上 


